（４）、福祉の充実

　①　保育所（子育て支援）　H21・22年　128億円　H23年　146億円
安心子ども基金【資料２０】もあり、ある程度建設が進んだが、それでも大阪市1060人、府全体4788人の待機児。基金も活用し、一気に待機児解消を（すでに安心子ども基金で保育所新設53カ所、増改築66で定数増4498人が実施。今年も146億円の予算枠）。
　②　国保広域化をストップし、府も独自補助増額を
　　　府内市町村の国保への一般会計からの法定外繰り入れは、Ｈ12（2000）年度約344億円、H21（09）年度は約295億円に減っているが、なお巨額に上る。一方、大阪府の市町村国保への補助は11億5千万円。１世帯800円にもならない。1996年（平成8年）は、4.6倍（約53億5千万円）あった。
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解決の根本は、国の市町村国保への補助金を1980年代半ばに段階的に戻すこと（医療費の5％回復でも府内市町村国保で年約400億円、１世帯年間１万円以上の値下げと累積赤字の解消に250億円使える）。
大阪府の独自補助も増額し、たとえば医療費負担軽減（八尾、東大阪、高槻の各市で実施）の2分の1補助する。
　③　救命救急予算を元に戻す（当面、千里救命救急センターへの３億５千万円）【資料２１】
　④　特養の建設や介護予防の強化（例えば、高齢者住宅改造予算の復活　2003（平成15）年度の実績、４億7800万円の倍加）

⑤　福祉作業所の補助金を来年度以降復活する。【資料２２】
（５）ものづくり中小企業支援と商業予算の段階的復活、セーフティーネット融資への預託金復活
【資料２３－１、２３－２】　　－（当面の財源　　精査必要）
（６）農林水産業の振興－大阪の自然を守り、食料自給率の大阪府の計画達成を（予算額精査必要）
　○　コメ、野菜などの府の自給率目標を達成する。【資料２４】
　○　急がれる森林の間伐を完了する。

（７）財源は財政調整基金（895億円－8月5日平成22年度決算黒字からの繰り入れ含む）の４割活用を提案する（385億円）。また、国基金・交付金の活用（今年度1263億円）【資料２５】
（８）ちなみに、わが党が当時の財政調整基金の約３分の１を活用した場合の予算組み替え案（3月15日）　　－　年約222億円＋α　－　（中学校給食は２０１5（平成27）年までの事業のため）
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(1) くらし応援､福祉充実
　○　国保料 保険料引き下げ(3,000円×150万世帯) …45億円
          ･低所得者の医療費減免(実施する市町村に1/2補助) …30億円
  ○　子ども医療費助成(通院も就学前まで拡大) …23億円
  ○　府的障害者団体への運営費の復活､街かどﾃﾞｲﾊｳｽへの支援復活 …5億6,000万円

　　　【資料２６、２７】
(2) 府民の安全と教育
  ○　35人以下学級(小学校３年と中学１年に拡大) …（平成２３年度では前年度比、あと20数　　億円、今年度比では約45億円支出を増やせば可能）
  ○　学校警備員継続 …5億円【資料２８】
  ○　中学校給食市町村への初期投資を2/3に …5年間の債務負担246億円を330億円に
  ○　千里救命･救急センター 府独自補助復活 …3億5,000万円
(3) 地震対策など
　今回提案しているもので、上記の組み替え案に入っていないもの。
　①　太陽光発電など、自然エネルギーの拡大　１０億円＋１０億円
　②　地震関連予算、元に戻す　約５０億円
　③　橋梁の耐震改修や府道の段差解消、河川改修
　④　定数内講師（1000人分）　約10億円
　⑤　高齢者住宅改造の復活　約10億円（2003（平成15）年度の倍）
　　　障害者のガイドヘルパー派遣事業の復活　７５００万円
⑥　ものづくり、商業振興、セーフティーネット融資預託金の復活
（①～⑥の合計で実質100億円は超す見込み）

⑦　６０ｍ以上の建築物の耐震診断や改修
　⑧　津波対策
（９）国に地方財源の確保を求める

　①　「三位一体改革」で、国が大阪から奪った地方財源（約1500～1800億円）を元に戻すよう求める。
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